
事務事業評価表（既存事業）
コード 事務事業名 所管部課

事務事業の目的 総合計画上の位置づけ

実施内容、実施方法 根拠法令等
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17年度14年度 15年度 16年度

実績値

受診人数

心臓病、脳卒中等生活習慣病を予防する対策の一環として、これらの疾患の疑いのあ
る者又は危険因子を持つ者をスクリーニングするとともに、診査の結果、必要な者に対
して、栄養や運動等に関する保健指導や健康管理に関する正しい知識の普及を行なう
こと、又は医療機関への受診を指導することによって、健康についての認識と自覚の
高揚を図る。

（政策）笑顔で暮らすまちずくり
（施策）健康づくりの推進（笑2－1）
（主要施策）成人保健事業の実施

保健福祉部健康推進課基本健康診査事業6-6-4

事
務
事
業
の
概
要

事業開始時期

基本健康診査：老人保健法
成人歯科健診：西東京市成人歯科健
康診査実施要領

医師会から健康づくり推進プランの目標値である基本健康診査受診率
70％達成のため、65歳以上全個別化実施の要望がでている。

基本健康診査は全自治体で実施。成人歯科健診は26市中21市が実施

基本健康診査について、医師会から生活習慣病を予防するためには全個別化が
有効であるとの意見があるが、個別健診は集団健診と比較して委託単価が高いの
で経費面からは難しい。反面、集団健診は単価は安いが会場の確保、検診機関の
確保、職員の配置が困難である。

26市の平均受診率並み（64.3％）を目標とする。受診率の向上

350,485

50,079

380,981

68,313

受診者数　集団8,500人　個別18,500人　訪問130人　計27,130人を目標とする。

健康事業ガイド、市報、ホームページ等により周知の徹底を図る。

基本健康診査：（対象）18歳以上の市民　（実施方法）18～39歳は集団健診、40～69歳
は集団と個別の選択制、70歳以上は個別健診で実施　　（実施時期）集団は8月下旬
～9月、個別は9月～11月で実施
成人歯科健診：（対象）18歳以上の市民　（実施方法）個別健診　　（実施時期）6月～8
月

合併前から

受診人数

ＰＲ（お知らせ）数
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直営 委託 補助 その他
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コード 事務事業名 所管部課

項目

※評価の視点

実 　績 ：

必要性 ：

効率性 ：

公平性 ：

総合評価：

◇ 拡充：　ニーズの増大に対応して、事業を更に強化する必要があるもの。

◇ 継続実施：　現状水準で事業を継続していくもの。給付対象者の自然増減に伴いコストが増減する場合を含む。

◇ 改善・見直し：　現在の仕組みを前提としつつ、実施方法の見直しなどにより改善を図るべきもの。

◇ 抜本的見直し：　事業の委託化や一部廃止など、事業の仕組みを含めた根本的な見直しが必要なもの。

◇ 廃止・休止：　事業を休止又は廃止するもの。単年度事業など、終了が確定しているものを含む。

十分な成果をあげているか。必要以上のサービスにより、経費が過大となっていないか。など

評価結果

市民の健康意識の高まりで、基本健康診査受診者は年々増加傾向にある。生活習
慣病は日常生活及び健康管理と密接なかかわりがあり、健康診査の実施により早
期発見、早期治療を促すことにより増加する生活習慣病を予防していくとともに、医
療費の抑制を図ることが大きな目的であり、本事業の必要性は高い。

市報、ホームページ、市報折り込みによるＰＲ特集版の配布などにより広く広報活
動を行なっており、公平性には問題ない。

16年度に集団基本健康診査は、従来の二者委託から一社委託したことにより経費
の軽減が図れたことと、会場に配置していた職員の軽減も合わせて図ることができ
た。

18年度に介護保険法の改正により介護予防を重視した施策が創設されることになった。これにより老人保
健法の基本健康診査の見直しが行なわれ、65歳以上の方の基本健康診査が従来の基本健康診査の項
目に介護予防健診が加えられるなど、大幅な見直しが行なわれた。市では18年度の実施に向けて実施方
法及び経費面について検討を開始した。

委託料単価の見直しを行った上で実施する。

判断理由、説明等

基本健康診査事業 保健福祉部健康推進課

サービス対象に問題はないか。利用者の利便性に配慮しているか。受益者負担の水準は妥当か。など

各項目の評価及び類似団体等とのサービス水準の比較を踏まえた、今後の事業のあり方・方向性。

国・都・民間での実施状況に鑑み、市が実施すべき事業といえるか。社会経済状況の変化を踏まえて実施
しているか。廃止した場合に大きなデメリットは生じるか。など

限られた財源を有効に活用しているか。現在の実施方法が最も効率的な方法といえるか。など

17年度
における
改善点

事
業
所
管
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基本健康診査－16年度は40歳以上の受診率が東京都26市平均の64.6％に対して
63.6％と、26市平均並みの受診率になり、実績は良好であった。

厚労省研究班が健康診断で実施されている検査項目のうち、肝機能検査や心電図
測定など16項目は病気の予防や死者の減少という視点では有効性を示す根拠が
薄いとの評価結果をまとめ発表され、波紋を呼んでいるところである。この評価を受
けて厚労省が老人保健法としての基本健康診査について、どのような結論を出す
か注視する必要がある。現時点では現行どおり実施していく。

6-6-4

実
績

必
要
性

極めて良好

良好

不十分

極めて不十分

増大

変化なし

減少、一部なし

かなり減少

大きく改善

問題なし

問題あり

抜本的な問題あり

より充実

問題なし

問題あり

抜本的な問題あり

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止・休止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止・休止
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